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2019年3月期の連結決算実績のハイライトです。
売上高は、2,653億円 対前年度+211億円で+9%の増収
営業利益は、257億円 対前年度+30億円で+13%の増益
当期純利益は、171億円 対前年度+22億円で+15%の増益
となりました。

また、昨年１０月の公表値に対しては、
売上高+73億円、営業利益+17億円、当期純利益+11億円
の増収増益となりました。
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2019年3月期の業績(B欄)は、
連結売上高2,653億円､営業利益は257億円となりました｡
売上高は､対前年度+211億円の増収です。内訳は、
業務ソリューションで+146億円､サービスソリューションで+65億円の増収となりました。

売上総利益は、
売上高総利益率が19.8%と対前年度-0.3%低下しましたが、
増収効果により対前年度+35億円の増益となりました。

販管費は、対前年度＋5億円増加し、269億円となりました。

結果､営業利益は+30億円増益の257億円、
経常利益は＋30億円増益の261億円、
当期純利益は+22億円増益の171億円となりました。

前回公表値（C欄）に対しましては､
売上高は+73億円の増収、
売上総利益は増収効果により+16億円の増益、
販管費はほぼ計画通りの-1億円、
結果、営業利益は+17億円の増益となりました。
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上下別の業績になります。上期は昨年10月にご説明していますので、
下期についてご説明いたします。
下期の売上高は、1,406億円と対前年同期+130億円の増収となりました。
業務ソリューションで＋100億円で、3Q期に大型プロダクト販売が30億円ありました。
サービスソリューションは＋30億円で、鉄鋼がのびました。

下期の売上総利益については､
売上高総利益率は19.7%と対前年同期-0.2％低下しました。
この要因は、３Ｑ期に大型プロダクト販売の売上が30億円あったことに加え、
4Q期に赤字案件の影響が8億円あったことによります。
これを除く売上高総利益率は20.6%で前年同期の19.9%に対しては、
+0.7％向上しておりますが、
これは、3Q期の売上高総利益率が⽐較的高⽔準であったことによります。

これらに増収効果があり
下期の売上総利益は、対前年同期+22億円増益の277億円となりました。
下期の販管費は対前年同期+4億円増の133億円となりました。
この結果、営業利益は対前年同期+18億円増の144億円となりました。
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続いて、通期の売上高をサービス・顧客業種別にみてみます。
業務ソリューションは1,465億円で、+127億円の増収です。内訳は、
産業・流通・サービスがネット・サービス、小売、旅⾏、輸送で+67億円の増収。
⾦融はメガバンク統合案件のピークアウトにより上期を中心に－27億円の減収。
公共公益他は、大型プロダクト販売が昨年と同じく上期に６０億円、
加えて３Ｑ期に30億円ありました。
また、官公庁向けの基盤構築案件が好調で期中案件が積み上がり
テレコムも伸びた結果、+87億円の増収となりました。

サービスソリューションは、847億円で、+65億円の増収です。内訳は、
ITインフラはマルチクラウド、DaaSにより+6億円。
また、ITインフラ連携によるプロダクト販売が好調で、これを加味すると＋33億円の増収です。
鉄鋼は、日本製鉄グループでの活発なIT投資により+59億円の増収です。
なお、日本製鉄向けの売上高は、510億円と＋53億円の増収となりました。

受注高は、2,916億円で対前年度+436億円の増となりました。内訳は、
業務ソリューションで+392億円。
産業・流通・サービスで+80億円、公共公益で+320億円です。
公共公益には、大型プロダクト販売の受注が上期で+60億円、下期で+120億円ありました。
⾦融は、昨年度から-30億円となりました。
サービスソリューションは+45億円、うちITインフラで+20億円、鉄鋼で+25億円です。
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下期の売上高をサービス・顧客業種別に詳細にみてみますとこちらのようになります。

下期の売上高は、1,406億円と対前年同期+130億円の増収となりました。
業務ソリューション+87億円の内訳は、
産業流通サービスがネットサービス、旅⾏、小売りが堅調で+26億円の増収
⾦融は、下期は対前年同期とほぼ同⽔準で+3億円
公共公益他は、３Ｑ期に大型プロダクト販売３０億円があったことに加え、
官公庁向けの基盤構築が好調で期中案件が積み上がり
また、テレコムも伸びた結果、＋５7億円の増収となりました。

サービスソリューション+31億円の内訳は、
ITインフラは、+4億円の増収
鉄鋼は日本製鉄グループでの活発なIT投資により+27億円となりました。
なお、日本製鉄向けの売上高は、263億円と対前年同期＋26億円となりました。
子会社等は、+12億円となりました。

下期⾒通しに対しては、+７3億円の増収となりましたが、
産業流通サービスで+15億、
公共公益他で+23億
鉄鋼で+21億円となりました。
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連結営業利益の対前年度分析です。

営業利益は、前年度の227億円から+３０億円増益の257億円となりました。
売上総利益は、
増収+211億円による売上総利益額の増が+42億円
売上高総利益率は19.8%とー0.3%低下し－7億円
この結果、売上総利益としては、+35億円となりました。

販管費は、受注好調により営業支援費が減少しましたが、
研究開発、採用・教育、社内基盤整備の増があり、５億円の増となりました。
この結果、
営業利益は、＋30億円増益の257億円となりました。
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日本のシステム関連のマーケットの全体感を統計データから⾒てみます。

左のグラフは、日銀短観のソフトウェア投資額YoYで、どのセグメントも活発
な投資を計画しています。

右のグラフは経済産業省の特定サービス産業動態統計です。
売上高は、堅調に推移しております。
一方従業員数は、14年からほとんど伸びていない状況です。需要が堅調な
のに対し、供給が伸びずギャップが広がっていると感じています。

2019年度も引き続き活発なIT投資の継続が予想されるなか、
人材リソースネックへの対応が益々重要な課題となると考えています。
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2020年3月期の業績⾒通しです。
売上高は、2,800億円
営業利益は、272億円、
当期純利益は、180億円といたします。

売上高は、前年度に対し+147億円の増収
売上総利益は、+25億円の増益で
売上高総利益率は、19.7%です。

販管費は、+10億円の増で、
営業利益は、+15億円の増益、
当期純利益は、+9億円の増益です。
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売上高についてサービス・顧客業種別に前年⽐較をみてみます。

売上高は、2,800億円で+147億円の増収で、
業務ソリューションで+95億円です。内訳は、
産業・流通･サービスは、ネットサービス、小売り、旅⾏、輸送などのIT投資が期待でき
加えて、大型基盤案件70億円を⾒込み、＋95億円です。
⾦融は厳しい環境ですが、＋8億円。
公共公益等は、大型プロダクト販売が、前期90億円に対し、
今期も120億円あり+30億円ですが、
前期の期中案件の積み上がり40億円を、今期は織り込まず－8億円です。

サービスソリューションは､＋38億円です。
ITインフラはマルチクラウド、DaaS、プロダクト等により+18億円。
鉄鋼は､日本製鉄の2020年中期計画対応による活発なIT投資を中心に+19億円。
日本製鉄向けは525億円で+15億円です。

子会社等は+15億円です。
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続いて、上期の売上高についてサービス・顧客業種別に前年⽐較を⾒ますと､

売上高は、1,420億円で+174億円の増収で、
業務ソリューションで+137億円です。内訳は、
産業・流通･サービスは、大型基盤案件70億円を⾒込み＋82億円
⾦融は＋7億円
公共公益等は、大型プロダクト販売が、前年同期60億円あったことに対し、
今期も120億円あり+48億円です。

サービスソリューションは､＋29億円です。
ITインフラで+12億円。
鉄鋼で+17億円。
日本製鉄向けは260億円で+14億円です。

子会社等は+7億円です。
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2020年3月期⾒通しを､上下別にご説明いたします｡
売上高は、上期1,420億円。+174億円の増収です。
公共公益等の大型プロダクト販売120億円及び
産業流通サービスで大型基盤案件70億円を⾒込んでおります。
期首受注残は、1,474億円と昨年同期に対し+263億円となりました。
このうち、上期の売上増への寄与は、180億円の⾒通しです。
下期⾒通しは、1,380億円で-26億円の減収としています。
下期は大型プロダクト販売30億円の反動減があります。
また、前年下期は公共公益で期中案件が積み上がりましたが、今下期には織り込んでおりません。
売上高総利益率は上期18.7％、 下期20.7％とみています。
大型プロダクト販売および大型基盤案件を除くと、上期20.8％、下期20.7％です。
前年同期を同様にプロダクト販売、下期の赤字案件影響を除いた売上高総利益率は、
上期20.8%、下期20.6%ですので、ほぼ同⽔準です。
販管費は、上期+6億円、下期+4億円、年度で+10億円の増です。
営業利益は、上期124億円、下期148億円
当期利益は、上期80億円、下期100億円です。
受注残1,474億円、対前年+263億円の内訳は、
業務ソリューションで+217億円の増。うち、産業流通サービスで+20億円、⾦融で+10億円
公共公益で+180億円です。
公共公益の増には、大型プロダクト販売の受注残の増が+120億円含まれています。
サービスソリューションは、+46億円。うち、ITインフラで+10億円、鉄鋼で+35億円です。
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売上高の推移についてご説明します。

2018年3月期から2019年3月期は、+211億円の増収となりました。
大型プロダクト販売が90億円あったことに加え、
産業流通サービス、ITインフラ、鉄鋼がそれぞれ伸びたことと、
公共公益他で官公庁向けの基盤構築案件が好調で
期中案件が積みあがったことによります。

2020年3月期の⾒通しは、
一般案件を+87億円と着実にのばします。
これらに加え、昨年度受注した大型プロダクト販売の売上が120億円、
また、産業流通サービスで大型基盤案件70億円を⾒込んでいます。
これらにより、対前年度+147億円増収の売上高2,800億円を⾒込んでいます。
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2020年3月期の連結営業利益の対前年度分析をご説明いたします。

営業利益は、前年度257億円から+15億円増益の272億円です｡
売上総利益は、
増収+147億円による売上総利益額の増が+29億円
売上高総利益率の低下で-4億円
この結果、売上総利益は＋25億円です。

販管費は、10億円の増加です。内訳は、
営業⼒強化 4億円
研究開発費 2億円、
採用・教育 2億円、
社内基盤整備 2億円、

この結果､営業利益は対前年度+15億円の増益で272億円となります｡
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